
知的財産に関するイベントやセミナー、関東局関連事業等の皆様に役立つ情報を、毎月2回程度（不定期）
配信しています。是非ご登録ください。

「広域関東圏知的財産戦略本部メールマガジン配信サービス」のお知らせ

知的財産に関する支援機関連携会議

令和６年2月6日
関東経済産業局知的財産室

関係者限り

文章・画像等、内容の無断転載及び複製等の行為はご遠慮ください。
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金融機関

大学

商工会

商工会議所

中央会

診断士

弁理士会

支援センター（県・市）

はじめに

各支援機関向け情報

ALL



3

index

関東経済産業局 知的財産室とは

支援機関における知財支援の必要性

最近の知財制度TOPICS
‐ 知財経営支援ネットワーク
‐ 特許出願非公開制度

次年度事業について（局）
‐ 知財経営定着伴走支援・知財経営支援人材育成事業
‐ 地域支援機関向け知財活用実践定着プログラム
‐ 地域支援機関との連携による知財活用普及啓発事業

‐ 中小企業知的財産支援事業

次年度事業について（特許庁）
‐ 中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業
‐ 海外権利化支援事業

参考情報



4

index

関東経済産業局 知的財産室とは

支援機関における知財支援の必要性

最近の知財制度TOPICS
‐ 知財経営支援ネットワーク
‐ 特許出願非公開制度

次年度事業について（局）
‐ 知財経営定着伴走支援・知財経営支援人材育成事業
‐ 地域支援機関向け知財活用実践定着プログラム
‐ 地域支援機関との連携による知財活用普及啓発事業

‐ 中小企業知的財産支援事業

次年度事業について（特許庁）
‐ 中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業
‐ 海外権利化支援事業

参考情報



5

▎関東経済産業局 知的財産室とは

◼関東経済産業局は経済産業省の地域ブロック機関で、広域関東圏（１都10県）を管轄

◼知的財産室は特許庁の支部的な役割で、各経済産業局に設置

◼地域の稼ぐ力を向上させるため、地域の中小企業等が「知財」を戦略的に活用する取組を推進

知財活用支援センター
・産業財産権相談窓口
・営業秘密・知財戦略相談窓口
・海外展開知財支援窓口

経済産業省・特許庁
地域知的財産戦略本部

（知的財産室単位：9か所）

都道府県等中小企業
支援センター

地域における知的財産の総合調整

金融機関

経済産業局・沖縄総合事務局

知的財産室（9か所）

地方自治体知財総合支援窓口

(47都道府県)

商工会・商工会議所

よろず支援拠点

(独)工業所有権情報・研修館（INPIT）

日本弁理士会

（地域会9か所）

弁護士知財ネット

（地域会8か所）

地域の関係機関

（独）日本貿易振興機構

（独）中小企業基盤整備機構

（地域本部9か所）

（独）中小企業基盤整備機構
（一社）日本規格協会

（JSA）

中小企業等海外出願・侵害
対策支援事業

標準化アドバイザー
その他支援機関等

（一社）発明推進協会

（一社）日本知的財産協会

戦略的知財活用型中小
企業海外展開支援事業

ALL
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▎無形資産である知的財産

◼企業が培ってきた独自の技術やノウハウ、ブランド、顧客との信頼関係の築き方などの知見も大切な
無形資産であり知的財産

経済産業省WEBサイト『知的資産・知的資産経営とは』を基に作図

無形資産
借地権、電話加入権 等

知的資産
人的資産、組織力、経営理念、顧客とのネットワーク、技能 等

知的財産
ブランド、営業秘密、ノウハウ 等

知的財産権
特許権、実用新案権、著作権 等

（広義の）

知的財産
＝

自社の強み

ALL
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▎身近な商品と知財の関係

◼１つの商品の中に複数の知財が存在します

◼知財で自社技術・ブランドを守り、他社との差別化で稼ぐ。

中間保持法

（資料）金融機関のための知的財産マニュアル（北海道経済産業局）を元に作成

【参考】

• コカコーラの原液のレシピは、特許出願

されていません。

• 営業秘密でブラックボックス化。

ALL
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▎中小企業が認定経営革新等支援機関に求めるもの

◼知財を広義で捉えると、知財の観点からも支援可能な内容が多く存在する。

中小企業が認定支援機関から受けてみたい支援内容について（複数回答可）

（資料）「令和３年度認定経営革新等支援機関に関するアンケート調査」から引用

ALL
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中小機構
(地域本部)

よろず
支援拠点

JETRO
(各県)地域

金融機関

経産局・特許庁

（地域会)

弁理士会

INPIT

(ブロック機能）

地域知財経営支援ネットワーク

知財経営支援のコア

マッチング
支援機関

知財経営支援 ニーズ・相談

発明協会
(各地)

地方支局
（財務局等）

地方自治体

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所
515商工会議所
商工会議所連合会

日本商工会議所

商工会議所

商工会議所

中小企業・スタートアップ・大学

▎知財経営支援ネットワークの構築（４者連携）※

◼知財経営支援を通じ、中小企業、スタートアップ等の稼ぐ力を磨き上げ、付加価値拡大による地域経
済の好循環を実現。

◼地域ブロックにおいて、弁理士会（地域会）、INPIT、経産局・特許庁が知財経営支援のコアとなり、
地域の実情に応じて、全国の商工会議所と連携し、「知財経営支援ネットワーク」を形成する

※【概要】知財経営支援ネットワーク構築への共同宣言
（2023年3月 特許庁）を一部加工

ALL
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＜ワークショップの目的＞
• 各者が持つ支援の視点を“見える化”することで、支援機関の連携促進を図る

（支援の解決案を導出するのではなく、知財課題に関する感度を高め、かつ、
各者の考え方を学び合うことが目的）

＜ワークショップの流れ＞
1. 個人ワーク（仮想事例（自社商品を拡販するにあたっての相談対応の把握））

【検討内容】
A) 相談者に何を聞くか
B) 聞いた質問に対してどのような回答が想定されるか
C) 回答を踏まえて、どのような支援・助言ができるか

2. グループ内での共有
A) 各者の“気になる点”の共有
B) 各者の“よくある課題”の共有
C) 各者の“できる支援”の共有

＜ワークショップの特徴＞
✓ MURCとINPITが共同で作成した独自のテキストを使用
✓ 仮想事例の題材として地域の特産品等を取り上げる

▎知財経営支援ネットワーク（４者連携）を契機とする連携

◼ 知財経営支援ネットワーク構築への共同宣言を契機に、知財経営支援のコアとなる、経産局・特許
庁、INPIT、弁理士会に商工会議所を加えた4者が連携し、ネットワーク強化（支援の視点の“見
える化”）や知財支援の推進を目的に、独自のテキストを使用し各所でワークショップを実施。

◼ これまでに、埼玉・長野・茨城エリアで実施してきたところ、エリアによっては4者に限らず、自治体や
金融機関からの参加もあり、多方面からのネットワーク強化や知財課題に関する感度の向上を実
現。今後も他地域での開催に向けて、関係各所との調整を実施（3月には静岡エリアで実施予定）。

長野エリアでの実践例（長野県商工会議所連合会主催） 参加者の声

•何気ない企業と対話の中に知財支援
の芽が潜在していることに気づいた。

• INPITという組織を身近に感じる
ことができたので、今後活用してい
きたい。

•研修後、相談時にこちらから知財を
話題にするようにしてみた

ネットワーク強化による高品質な
知財経営支援サービスの提供

エリアごとでのワークショップ実施

目指すべき姿

経営指導員

ALL
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▎知財経営支援ネットワーク（４者連携）に関連する連携

◼地域中小企業の知財活用を促進するため、日本弁理士会（東海会）と連携し、金融機関職員及
び企業向けの知財座談会を開催

けんしんBANKモデル
の横展開

弁理士会東海会×長野県信用組合

◀弁理士会東海会
×

しずおか焼津信用金庫

弁理士会東海会▶
×

沼津信用金庫

ALL
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▎特許出願非公開制度について

◼安全保障上拡散すべきでない発明の内容が含まれる特許技術が、出願公開されることを防ぐための制度

国内特許のみ
取りたい

国内と外国の両方の特許を取りたい

※１ 特許出願に特定技術分野に属する発明が記載されている場合等には、特許庁から内閣府に出願書類を送付して非公開の対象とすべきかの検討をします。この場合、送付をした旨を特許出願人に対して通知します。

※４ 国内出願をせずに、外国出願の禁止に該当するか否かについて特許庁長官に確認を求めることができる制度（事前確認制度、手数料25,000円）も新設されます。
ただし、先に国内出願（出願手数料14,000円）をした場合、特定技術分野に該当しても、非公開の対象とすべきかの検討をした結果、対象外と判断されれば、外国出願禁止が解除され、外国出願が可能となりますが、
事前確認制度では、そのような検討を行う過程がないため、特定技術分野に該当するものは、非公開の対象にならないことが明らかであるものを除き、外国出願が禁止される旨の回答となります。

外国特許のみ
取りたい

＜国内出願後、パリ優先権 
主張をして外国出願＞

＜国内出願をしていない状態で外国出願＞

先に国内出願 先に外国出願

※２ 判断期間は、通常は３か月以内ですが、特定技術分野に該当する場合は、非公開の対象とすべきかの検討が必要なため、最長で１０か月かかります。

※３ 一年以下の懲役若しくは五十万円以下の罰金、又はこれを併科。また、対応する国内出願があれば却下される場合があります。

特定技術分野に該当しない発明は、
外国出願（PCT出願含む）可能です。

（日本国内でした発明であって公になっていないもので）
 特定技術分野に該当する発明は、

特定技術分野に該当する発明であっても、
先に国内出願し、非公開の対象外と判断されれば、
外国出願禁止が解除され、外国出願できるようになります。

特定技術分野に該当する場合や、判断が付かない場合は、
先に国内出願するのも一案です※４ 。

外国出願（PCT出願含む）禁止です。
（違反に対しては罰則※３が科せられます。）

まずは、特定技術分野であるか確認してください※４。

優先権証明書及びアクセスコードについて

本制度により非公開の対象か否かを
判断する間※２ 、優先権証明書・アクセス
コードの発行を留保します。

全ての国内出願について、
本制度による審査を行います。

審査の結果、非公開の対象外と判
断されれば、制約なく外国出願でき

るようになります※２。

特定技術分野に該当しない
発明は、
審査結果を待たずに、
外国出願（PCT出願含む）
可能です。

ほとんどの出願において、
本制度について特別な対応は
必要ありません。
必要な場合、出願日から
3か月以内に通知※１します。

▲詳細はこちら

Point

ALL

令和5年不正競争防止法等の一部を改正する法律の法改正説明会資料より抜粋、一部加工
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▎特許出願非公開制度について

保全審査

指定中は、
・出願取下げ不可
・実施は許可制
・開示は原則禁止
・適正管理義務
・他者への共有は承認制
・外国出願禁止

通常の特許手続（特許法）
特
許
出
願

（
年
間
約
３
０
万
件
）

出
願
公
開

審
査
請
求

指
定
解
除

※出願から１年６か月経過 又は
出願公開請求があった場合

特許査定
又は

拒絶査定

保
全
指
定

３
か
月
以
内

特
許
庁

内
閣
府
の
審
査
部
門

※1年ごとに延長の要否を判断

出願
取下げ

第一次審査

機微性の検討
・出願人との対話
・専門家からの聴取
・特許庁に情報提供依頼
・防衛省等に意見照会など

産業への影響等の検討
・出願人との対話
・専門家からの聴取
・関係省庁に意見照会など

国内出願後、保全審査に付されず、又は
10か月以内に保全指定されなければ禁止は自動的に解除

指定せず

実施制限等により
出願人が受ける

通常生ずべき損失を補償

総
合
評
価
に
よ
る
判
断

※禁止対象に当たるかどうかの事前確認制度あり

出
願
人
の
意
思
確
認

通
常
の
特
許
手
続
へ

通
常
の
特
許
手
続
へ

※指定解除から３か月以内
（保全指定中も可）

特定技術分野該当発明は、

外国出願禁止
（第一国出願義務）

※出願から３年以内

・特定技術分野に該当
又は

・出願人からの申出

書
類
送
付

※本制度により出願公開、特

許査定、拒絶査定が留保され

る期間においても、その他の特

許手続（手続補正、出願審

査請求、拒絶理由通知等）

は留保されない

→「保全審査」が開始後も、

特許庁に対する特許手続は

通常通り可能

令和5年不正競争防止法等の一部を改正する法律の法改正説明会資料より抜粋、一部加工

ALL
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▎第一次審査におけるポイント

◼出願日から３か月以内に特許庁で実施することとなっている

含まない

保全審査に付する

ことを求める申出

（第66条第２項）

があるか

内閣府へ送付

（保全審査へ）

※出願人等には書留で通知

内閣府へ送付対象外
※第66条第10項の申出がある場合のみ

出願人等に通知（オンライン通知に対応）

特定技術分野に属する発明を含むか

保全審査に付する

必要がないことが

明白か

申出なし

申出あり

含む 明白

明白でない

令和5年不正競争防止法等の一部を改正する法律の法改正説明会資料より抜粋、一部加工

こちらから資料DL可能

ALL
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▎外国出願禁止（第一国出願義務）

◼日本国内でした発明であって公になっていないものが、特定技術分野に属する発明であるときは、政令
で定める例外を除き、外国出願（※）が禁止（第78条）

（※）外国出願には特許協力条約（PCT）に基づく国際出願も含まれる

自分の出願したい発明が外国出願禁止の対象となるか確認したい場合、
どのようにしたらよいか？

方法 １．日本への第一国出願
（第一次審査・保全審査）

２．外国出願の禁止に関する事前確認

手続 特許出願
★オンライン手続or書面手続

外国出願事前確認のための申出書の提出
★書面手続

言語 日本語 日本語 or 英語

判断期間 出願日から3か月以内（第一次審査）
出願日から10か月以内（保全審査）など
※詳細はスライド13参照

申出書が特許庁に届いた日から10開庁日程度
※特許庁が内閣府に確認を求めない場合、
添付書類が長大ではない場合 等

手数料 14,000円（出願料金） 25,000円

留意点 特定技術分野に属する発明でも、
保全指定されなかったものは外国出願が可
能となる。

・特許庁が特定技術分野に属する発明であると判断した場合、内
閣府が「公にすることにより外部から行われる行為によって国家及び
国民の安全に影響を及ぼすものでないことが明らか」と判断しない限
り外国出願不可。
・特許請求の範囲は記載不要。

令和5年不正競争防止法等の一部を改正する法律の法改正説明会資料より抜粋、一部加工

ALL
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‐ 中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業
‐ 海外権利化支援事業

参考情報
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▎広域関東圏知財戦略推進計画２０２４の方向性

◼本計画は、地域企業の稼ぐ力の強化及び地域経済の持続的成長・活性化のため、競争力の源泉と
なり得る「知的財産」を経営に活かした取組の促進、強化を目的とする。

◼中堅企業、中小企業、スタートアップ企業の知財経営の推進、加えて、知財経営支援人材の拡充・
育成、また、地域支援機関や局内他課室と連携し協働体制を強化することで知財経営の観点から地
域企業や地域経済を後押しする取組を推進する。

地域企業の
稼ぐ力の強化

・
地域経済の

持続的成長・活性化
中堅企業 スタートアップ企業中小企業

柱１ 自社の強みを知財として認識し高め、経営を成功に導く「知財戦略」の推進

次期推進計画の3本の柱

中堅企業、中小企業、スタートアップ企業それぞれに対し重点課題を設定

各地域の弁理士、弁護士、
中小企業診断士等

柱3柱2
知財経営支援人材の

拡充・育成
実効力のある地域支援機関の協働体制

（地域知財経営支援ネットワーク）の構築・強化

☆想定される支援事業☆
知財経営伴走支援など

☆想定される支援事業☆
知財経営伴走支援の場を実習の

場とするOJT支援

☆想定される支援事業☆
企業向け普及啓発セミナー等の連携開催、

支援機関向け研修など産官学金

企業

人材 地域

ALL
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▎知財経営定着伴走支援・知財経営支援人材育成事業

◼企業の強みを見える化し、知的財産を戦略的に企業経営に活かす「知財経営」への取り組みを後押
しするため、複数専門家で構成する支援チームによる知財経営の導入・定着に向けた伴走支援
（知財経営コンサルティング）を実施。

◼主な支援先は、新事業展開等に課題を持つ中堅企業、 「事業承継」前後の知財活用に課題を持
つ中小企業、資金調達に課題を持つスタートアップとする。なお、連携する支援機関等の拡大も検
討。

◼あわせて、この伴走支援の場を若手支援人材の知識習得の場、支援の実践の場とすることで次世
代を担う新たなコア人材の育成、拡充を目指す。

事前準備 支援実施 成果報告・取りまとめ

• 支援対象となる企業（中堅・
中小・SU）を公募により15
社（P)程度選定

伴走支援体制の構築

• 1社あたり複数名の知財等専
門家と、INPIT窓口担当者を
組み合わせた支援チームを組
成

支援人材育成・拡充

• 知財経営支援に関心ある若
手専門家が対象

• 関係団体等（※）への声が
けを行い募集

伴走支援の実施

• 各社数回程度のメンタリングを
実施

• 課題設定までを区切りとする

成果報告

• 成果報告会の開催
支援対象企業から数社、
成果を発表

• 支援概要等をまとめた報告
書の作成• 企業との対話によりベテラン専門

家との支援方針作成。知財経
営支援人材としての経験を積む。

支援機関への橋渡し

• 課題に応じた専門家、支援
機関等への橋渡しを行う

• 弁理士会

• 弁護士知財ネット

• 中小企業診断士知財研究会

• ブランド・マネージャー認定協会 等

• 実地研修（OJT）

• 支援前研修実施

関係団体等

• INPIT

• 弁理士会

• 地域支援機関 等

橋渡し先

• 体験談の共有

支援企業の公募・選定

地域金融機関 商工会、商工会議所

局内関連課室税理士会

※支援ニーズや支援効果の検証、分析も本事業中に実施。

• 専門家コミュニティの形成

ALL
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▎【支援企業】知財経営定着伴走支援・知財経営支援人材育成事業

■公募期間

令和６年５月中旬～６月中旬

■支援対象企業

関東経済産業局管内に本社のある中堅・中小企業、スタートアップ企業

特に、次期推進計画に記載予定の重点課題を持つ企業を想定

具体的には以下のとおり。

中小企業：経営の持続（事業承継）に貢献する知的財産の見える化及び活用推進に課題を持つ企業

➢ 自社の強みや知的財産・知的資産を効果的に承継したい。

➢ 先代から受け継いだ自社の強みをさらに深化、発展させたい。

➢ 先代から受け継いだ自社の強みを活かしつつも新事業を展開したい。

中堅企業：新事業展開等への知的財産の活用及び対応促進に課題を持つ企業

➢ 事業戦略に知財の要素を取り込みたい。IPランドスケープを実施したい。

➢ 社内知財体制を充実させたい。

➢ 海外展開に向けて知財戦略を構築したい。

  スタートアップ：資金調達に備えた初期段階の知財対応促進に課題を持つ企業

➢ 資金調達がうまくいっておらず、困っている。

➢ 事業に知的財産を組み入れ、事業計画における知的財産による強みを説明し、資金調
達をしたい。

■選定予定社数
１５社（P)程度。

支援企業の公募期間及び対象について

金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所
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▎【若手支援人材】知財経営定着伴走支援・知財経営支援人材育成事業

若手支援専門家の育成・拡充について

• 目的

自身のキャリアプランにおいて、今後、知財×経営というテーマで支援の幅を広げていくことに対して強い関心・意欲を有してい
る若手専門家を知財経営支援人材として育成・拡充する。

• 対象

✓ 出願など知財実務だけでなく、経営支援・コンサルまで業務領域を広げたいと考えている弁理士・弁護士

✓ 知財支援の視点を導入することに関心のある中小企業診断士・コンサルタント・P経営指導員

✓   ブランディング支援と知財支援を掛け合わせて実施したいブランディング専門家 等

• 活動内容

１．事前研修受講（３０名（P)程度）

２．現場実習参加（支援への同席：１５名（P)程度）

３．現場実習振返会への参加（コミュニティ構築）

• 若手専門家募集概要（関係団体からの推薦）

関係団体へ若手支援人材の募集に関する協力を依頼（候補者の推薦）。座学講座含めて３０名（P)程度の候補者を
選出。現場実習に参加する者１５名（P)については企業への支援内容に合わせて配置。
○弁理士（関東会、東海会、北陸会）／○弁護士（弁護士知財ネット）／○中小企業診断士（知財活用ビジネス研究会等）／
P○商工会議所・商工会（経営指導員）／○ブランド・マネージャー認定協会 等

• 事前研修内容（案）
パート # タイトル 講師

Ⅰ．事業説明
1 事業概要・座学研修概要 事務局or外部
2 本事業で使用するツール 事務局or外部

Ⅱ．スキル習得

3
ベテラン専門家に聞く！
中小企業支援におけるコンセプチュアル＆ヒューマンスキルのポイント

先輩弁理士・診断士

4 中小企業を俯瞰的に見る目線① ～知財経営の全体像～ 事務局or外部

5 中小企業を俯瞰的に見る目線② ～課題整理の目線～ 事務局or外部
Ⅲ．実践編 6 ケーススタディ 事務局or外部

弁理士

診断士
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◼地域金融機関を含む地域支援機関の職員等が知的財産の観点からより深く地域企業を理解し、
本業に加え知財に係る課題を発掘し、最適なソリューションを提供できるような体制を整備し、地域支
援機関の知財意識醸成から地域企業の知財経営の実践につなげる。

◼地域支援機関と知財支援機関間での顔の見える協働体制を構築する。

【令和５年度プログラム実施先機関】
長野県信用金庫協会（長野信用金庫、上田信用金庫、松本信用金庫、諏訪信用金庫、アルプス中央信用金庫、飯田信用金庫）

▎地域支援機関職員等（地域金融機関、経営指導員（P）、税理士（P）等）の参画イメージ

▎事業概要

➢ 地域金融機関を含む地域支援機関の職員に対し、取引先との対話を通じて企業がもつ強み（知財・無形資産）・
課題の掘り起こし手法を学び、取引先の理解度向上につなげ、発掘した知財課題については地域支援機関との連
携で解決していく

➢ 対話を通じた、地域企業の強み（知財・無形資産）・課題等、事業理解に係るセミナー・ワークショップ
➢ 地域企業との対話（実践）による地域企業の強み（知財・無形資産）・課題の発掘等
➢ 知財支援機関（課題解決専門家、INPIT知財総合支援窓口、弁理士会（P）等）と連携した支援策の検討、支援策

の検討を通じた協働体制の構築
➢ 地域支援機関向けの知財支援ハンドブックの作成

STEP1

セミナー・
ワーク
ショップ

STEP2

対話の実践

STEP4

協働体制の
構築

STEP3

支援策の
検討

▎地域支援機関向け知財活用実践定着プログラム
金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所
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▎事業実施における具体的なイメージ（令和5年度実施例）

参加金融機関の募集・決定

「対話」セミナ・ワークショップ
（1回）

1回2-3時間、現地開催、最大15名程度の対話の重要性を認識するセミナー・ワークショップを実施します

「対話」の実践（3回）
1回1-2時間、現地開催、Step1に参加した職員のうち代表者３名程度が、中小企業等3社に対し、対
話の実践をします。対話の実践の内容を、事業性評価シートに落とし込みます。

支援者育成専門家のサポートを
受けた企業支援（2-3回）

Step2に参加した3名程度（3社）に対し、作成した事業性評価シートをもとに、2-3回の個社支援を実施します
個社支援は訪問形式 各訪問の準備のため、参加者に対して支援者育成専門家のサポートを受けます

参加金融機関との事前調整 当プログラムの進め方や参加人数、開催場所等について、事前調整をします

成果報告会（1回） 1回2-3時間、現地開催、プログラム全体の成果について報告いただきます

知財・無形資産に関するセミ
ナー（1回）

1回2-3時間、最大15名程度、現地開催、Step4に臨む前に、知財・無形資産の有用性を認識するセミ
ナーを実施します

金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所
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▎支援者育成専門家のサポートを受けた企業支援（令和5年度実施例）

◼各社との対話の実践で掘り起こした事業課題について、支援者育成専門家のサポートを受けつつ、企
業支援を実施

（例）A信用金庫×B株式会社

課題
‐ 経営者と現場のギャップ
‐ 技術者目線での自社の強み、課

題、将来のありたい姿の可視化

経営層が作成した経営デザインシート

技術者による自社の強み発掘ワーク

Confidential

金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所



25

◼令和４年度に参加した金融機関職員（栃木県鹿沼信用金庫、新潟県柏崎信用金庫）からは、“事
前準備の大切さを改めて学んだ”、“仮説を立てて提案することの重要性を感じた”等の声があった。

◼また、対話先企業においても、“自社にとっての課題が浮き彫りになった”等の声があった。

金融機関職員

中小企業者

✓担当していた先と今回のプログラムを実践したが、より企業理解につなげることができた。

✓単に事業性評価の内容について学ぶのではなく、知的財産に関しても詳しくなりたいと思ってプログラムに
参加した。

✓訪問にあたって、事前準備の大切さを改めて学んだ。仮説を立てて提案することの重要性も認識した。

✓質問に正解はないため、自分で考え熱意をもって問いを投げかけることが大事だと感じた。

中小企業経営者

✓自社の魅力を従業員に伝えたいが、その魅力って何だろうと常々思っていたところ、
本プログラムがあることを知り参加した。

✓対話に臨む中で、自社にとっての課題も浮き彫りになった。課題について金融機関の支援も
受けながら解決していきたい。

✓こんなにも金融機関の職員と対話したことはなかった。事業をよく理解してくれたと思う。

▎金融機関向け知財・無形資産活用実践定着プログラム 参加者の声
金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所
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◼地域関係機関との連携により、中小企業等のニーズ（トレンド）に知財を掛け合わせたセミナー等を
実施することで、関係機関のネットワーク強化の機会とするとともに、従来アプローチできなかった中小企
業等へ知財活用を普及啓発し、無関心層を掘り起こし、知財活用の機運醸成を目指す。

＜実施イメージ＞

中小企業等のトレンド
（事業承継・生成AI・
SNS活用・資金調達
等）に知財を掛け合わ
せたテーマを企画

企画

地域関係機関※1とも連
携し、従来アプローチ
できなかった知財無関
心層にも参加を呼び掛
ける

周知

管内にて５回程度実施
し、オンラインによる
遠隔地からの参加も可
能とすることで、広く
アウトリーチ

実施

INPIT知財総合支援窓口
や弁理士会と協力し、
希望者に対し知財個別
相談を実施

フォロー

※1 想定する地域関係機関

自治体 地域金融機関

商工会議所・商工会

INPIT窓口

事業承継・引き継ぎセンターよろず支援拠点

税理士会 大学・研究機関

よろず支援拠点

▎地域支援機関との連携による知財活用普及啓発事業
金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所
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▎時代の潮流から学ぶビジネス戦略 知の活用セミナー 開催一覧（令和5年度実施例）

実施時
期

開催テーマ・タイトル 開催形式 講師・登壇者 連携先

10/13
（金）
14:00
-16:00

＜第1弾・生成AI＞
企業はどう向き合うのか？ 生成AIの
注意点・活用事例セミナー

ハイブリッド
※リアル会場：
PiOPARK（大田区）

株式会社 FiveVal 取締役CDO 清田陽司氏 大田区

SEIRYU弁理士事務所 代表弁理士 青井隆徳氏

10/26
（木）
16:00
-18:00

＜第2弾・SNS活用＞
最先端SNSトレンドとバズを生み出す
動画の作り方セミナー

ハイブリッド
※リアル会場：
TastemadeJapan本社
（渋谷区）

Testemade Japan 株式会社 
代表取締役社長 夏目卓弥氏

デロイトトーマツ弁理士法人 弁理士 渡辺暁氏

11/6
（月）
16:00
-18:00

＜第3弾・スタートアップ（IPO）＞
IPO成功のカギ。 スタートアップと知財
のリアルな事情セミナー

ハイブリッド
※リアル会場：
港区立産業振興センター
（港区）

monoAI technology 株式会社 
代表取締役社長 本城嘉太郎氏

港区

特許庁企画調査課 調査員 櫻井昭喜氏

12/11
（月）
14:00
-16:00

＜第4弾・創業（事業計画）＞
しくじり起業家が伝える！ 失敗しない
事業計画の考え方セミナー

ハイブリッド
※リアル会場：
豊島区役所（豊島区）

盛島昇太氏 豊島区

デロイトトーマツ弁理士法人 弁理士 渡辺暁氏

1/16
（火）
14:00
-16:30

＜第5弾・サーキュラーエコノミー＞
サーキュラーエコノミー最前線。積極企
業に聞くビジネス活用法と知財

ハイブリッド
※リアル会場：
川崎市本庁舎会議室
（川崎市）

株式会社ロフトワーク MTRL 長島絵未氏 川崎市

株式会社レゾナック 基礎科学品事業部 伊東浩史
氏

株式会社ワークスタジオ 代表取締役 原和広氏
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◼ 令和5年度は全5回（5テーマ）の実施で、現地参加105名・オンライン参加372名を集客。

◼ テーマに関する理解度向上の傾向がみられ、知財との関係性の気づきを得たとのコメントもあった。

現地105名 オンライン372名

満足度

88％

第1弾 生成AI×知財

参加者からのコメント

• 今後生成AIを利用する上での参考
になった

• 最新の生成AI動向を分かりやすく説
明いただいた

第4弾 創業×知財

参加者からのコメント

• スタートアップ立ち上げ時の事業計画
と知財について、入口を提示していた
だいた

• 知財活用の事例紹介もあり、理解が
進んだ

第5弾 CE×知財

参加者からのコメント

• 企業事例が大変興味深かった

• デザイン経営に関する理解を深めるこ
とができた

• 内容的にバラエティーに富んでいた

第3弾 IPO×知財

参加者からのコメント

• IPOと知財の関係性がよく理解でき
た

• IPOまでの過程を事例を踏まえて知
れた

• 事例と対応策が勉強になった

第2弾 SNS活用×知財

参加者からのコメント

• SNSの最新トレンドや広報のコツが
理解できた

• 知財の事例を交えた説明が興味深
かった

• SNSも知財も理解しやすかった

※全5回の合計

※全5回の平均

▎時代の潮流から学ぶビジネス戦略 知の活用セミナー 開催実績（令和5年度実施例）
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◼地域の産業支援機関による中小企業向け知財活用施策を支援。

◼先導的な知財支援の取組を地域に定着させること等を通じて、中小企業等の知財保護・活用を促進
する取組を補助。

大学・TLO

中小企業支援
センター

金融機関

地方独立
行政法人

商工会・
商工会議所

中小機構

産業支援機関

②補助事業選定、補助

①補助事業を企画・申請

中小企業支援発展型支援事業（発展型） 補助対象経費の１／２以内（上限：５百万円）

中小企業支援定着型事業（定着型） 定額（上限：1千万円）

申請者 事業名 事業区分

長野県信用組合
「長野けんしんモデル」による事業活性化支援事業
（地域の魅力プロデュース事業 Vol.2）

定着型

• 先導的な仕組みづくり等を重視した
支援事業を地域に定着させる事業

• 産業支援機関が有する中小企業等
支援施策を拡充させる事業

■補助率

■採択事業（令和５年度）

中小企業支援発展型支援事業

中小企業支援定着型事業

特許庁
（各経済産業局等）

▎中小企業知的財産支援事業（新やるき補助金）
金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所
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◼知的財産活用が途上にある長野県において、地元の金融機関である長野県信用組合が主体となり、
地域支援機関と連携した支援スキームの構築し、事業者・金融機関双方の知財マインド醸成を図
ることを目的に実施。

地域の知財マインド向上

▎補助金活用事例（令和４年度長野県信用組合）

➢ 産業フェアin信州2022
➢ 諏訪圏工業メッセ
➢ 当組合ホームページ
➢ チラシ ほか

➢ 事業者を対象とした知的財産
研修＆経営デザインシートワー
クショップの開催(長野、上田、
松本、諏訪、飯田)

➢ 5社を選定 個社支援を実施

➢ 支店長、実務担当者研修の実施

➢ PATRADE㈱、信州TLOの活用
➢ 産学官金連携

【情報発信】 【職員の知財リテラシー向上】

【県内5か所のワークショップ】 【開放特許のマッチング】

【事業イメージ図】 【事業成果】

有限会社BIGWAVE
芳香発散技術を使用したピンバッヂ

株式会社信栄食品

ジャワしょうがを使用した冷凍餃子

有限会社名取鶏卵

カルホープを使用したシュークリーム
クリプトベータを使用したマドレーヌ

金融機関

支援センター

商工会

中央会

商工会議所
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index

関東経済産業局 知的財産室とは

支援機関における知財支援の必要性

最近の知財制度TOPICS
‐ 知財経営支援ネットワーク
‐ 特許出願非公開制度

次年度事業について（局）
‐ 知財経営定着伴走支援・知財経営支援人材育成事業
‐ 地域支援機関向け知財活用実践定着プログラム
‐ 地域支援機関との連携による知財活用普及啓発事業

‐ 中小企業知的財産支援事業

次年度事業について（特許庁）
‐ 中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業
‐ 海外権利化支援事業

参考情報
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◼中小企業と関わりが深い地域金融機関と連携し地域・中小企業における知的財産の有効活用を促
進するため、普及啓発や知財ビジネス評価書及び知財ビジネス提案書の作成提供をする事業

特許庁
（受託事業者・事務局）

企業ヒアリング
（金融機関同席）

評価書作成・提出

評価書の作成指示
（課題・目的に合わせて専門家を選定）

④⑧

③

①

金融機関等 中小企業

評価書
提供

調査会社・専門家

応募

⑤
⑥

提案内容を検討

⑪

令和5年度事業スキーム

②
採択

経営支援・投融資等

INPIT
知財総合支援窓口

相談
（応募前）

ヒアリング・基礎項目編作成
（金融機関が主体）

※中小企業側からの応募も可能

≪参考≫
応募資料（基礎項目編）作成スキーム

⑦
提案書
提供

⑩

提案書作成・提出⑨

▎中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業（知財金融・特許庁）

※知財ビジネス評価書：中小企業の経営力の源泉となる技術力やブランド力等の知的財産と事業との関係性を調査会社が評価したレポート
※知財ビジネス提案書：金融機関と専門家が、評価書の内容を基に提案内容を検討し、取りまとめた提案書

金融機関



33

知財ビジネス評価を

実施した地域金融機関数
知財ビジネス評価・提案書作成件数は1３00件超

（その他伴走による評価も有）

21９機関

知財ビジネス評価によって

融資につながった総額

90機関が２０１件の融資
（フォローアップ調査結果）

約99.5億円

知財金融促進事業で実施した

セミナー、シンポジウムの参加者数（のべ）
（伴走型支援や経産局等での研修を除く）

別途ウェブフォーラム視聴数700回超

別途ウェブシンポジウム視聴数380回超

2,188人

知財ビジネス評価を実施した地域金融機関の割合

上から、地銀、信金、信組
(統合等を反映した機関数から算出）

81.８％

4４.１％

1６.６％

▎（参考）数字で見る知財金融の広がり（平成26年度～令和4年度）
金融機関
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▎海外権利化支援事業（補助金）

※1 特許法109条の2・同法施行令10条。なお地域団体商標については, 商工会議所や商工会等を含める予定
※2 特許出願のみ
※3 上限額は検討中

以下は令和6年度予算の成立を前提とした事業であり、内容は今後変更されることがあります。あらかじめ御了承ください。

項目 内容

名称 海外権利化支援事業 

補助対象者
中小企業、中小スタートアップ企業、小規模企業、大学等（PCT国際出願の料金支援対象※1を想
定）

補助対象経費
海外における発明、実用新案、意匠又は商標の権利化のための手続（①出願、②審査請求※2、③
中間手続※2）の手数料、及びこれら手続に要する翻訳費用、国内代理人費用、現地代理人費用 等

補助率 1/2※3

公募回数 年3回程度（年度をまたいだ補助事業実施も可能とする予定（以下赤枠））

ALL
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index

関東経済産業局 知的財産室とは

支援機関における知財支援の必要性

最近の知財制度TOPICS
‐ 知財経営支援ネットワーク
‐ 特許出願非公開制度

次年度事業について（局）
‐ 知財経営定着伴走支援・知財経営支援人材育成事業
‐ 地域支援機関向け知財活用実践定着プログラム
‐ 地域支援機関との連携による知財活用普及啓発事業

‐ 中小企業知的財産支援事業

次年度事業について（特許庁）
‐ 中小企業知財経営支援金融機能活用促進事業
‐ 海外権利化支援事業

参考情報
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中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金
令和5年度補正予算額 1,000億円（国庫債務負担含め総額3,000億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の
課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資を促
進することで、地方においても持続的な賃上げを実現する。

経済産業政策局産業創造課

地域経済産業グループ地域企業高度化推進課

成果目標

大規模投資を通じた労働生産性の抜本的な向上と事業規模の
拡大により、対象事業に関わる従業員の1人当たり給与支給総
額が、地域別の最低賃金の伸び率を超える伸び率を実現する。

事業概要

中堅・中小企業が、持続的な賃上げを目的に、足元の人手不
足に対応するための省力化等による労働生産性の抜本的な向
上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設や大
規模な設備投資に対して補助を行う。

民間企業等国
中堅・中小
企業

補助

（定額）

補助

（1/3）

• 補助上限額 50億円

※投資下限額は10億円
※コンソーシアム形式により参加企業の投資額の合計が

10億円以上となる場合も対象（ただし、一定規模以
上の投資を行う中堅・中小企業がいる場合に限る。）
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標

付加価値額の増加、従業員一人当たり付加価値額の増加等を
目指す。

中小企業省力化投資補助事業（中小企業等事業再構築促進事業を再編）

令和５年度補正予算額 1,000億円

中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

中小企業庁長官官房 総務課

事業目的

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人
手不足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援する。
これにより、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃
上げにつなげることを目的とする。

事業概要

ＩｏＴ、ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カ
タログ」に掲載し、中小企業等が選択して導入できるようにするこ
とで、簡易で即効性がある省力化投資を促進する。

補助

（1/2）独立行政法人
中小企業基盤整備機構

中小
企業等国

補助

（基金）

※なお、中小企業等事業再構築促進基金を用いて、これまで実
施してきた、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に
対応するための新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国
内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、企業の思い
切った事業再構築の支援については、必要な見直しを行う。

枠 申請類型 補助上限額 補助率

省力化投資補助枠
（カタログ型）

従業員数5名以下
200万円(300万円)

従業員数6~20名
500万円(750万円)

従業員数21名以上
1000万円(1500万円)

※賃上げ要件を達成した場合、
（）内の値に補助上限額を
引き上げ

1/2

※これまで実施してきた中小企業等事業再構築促進事業のスキーム
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標
それぞれ以下の達成を目指す。

【ものづくり補助金】

・付加価値額が事業終了後3年で9％以上向上する事業者割合が50％

・事業化を達成した事業者の給与支給総額が、事業終了後５年時点で、年率平均＋1.5％以上向上

【持続化補助金】

・事業終了後１年で販路開拓につながった事業者の割合を80％以上

【IT導入補助金】

・補助事業者全体の労働生産性が、事業終了後3年で、9％以上向上すること

【事業承継・引継ぎ補助金】

・事業承継・引継ぎ補助金の補助事業者（経営革新事業）について、補助事業者全体の付加価値額が、事業
終了後5年で、＋15％以上向上すること

 

事業目的
生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者の設備投資、IT導
入、国内外の販路開拓、事業承継・引継ぎを補助し、切れ目なく継
続的に、成長投資の加速化と事業環境変化への対応を支援すること
を目的とする。

事業概要
（1）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
中小企業等が行う、革新的な製品・サービスの開発、生産プロセス等の
省力化に必要な設備投資等を支援する。

（2）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取
組を支援する。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推
進、サイバーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツー
ルの導入を支援する。

（４）事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）
事業承継・Ｍ＆Ａ・グループ化後の新たな取組（設備投資、販路開拓
等）や、Ｍ＆Ａ時の専門家活用費用等を支援する。

（1）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（2）中小企業庁経営支援部 小規模企業振興課

（3）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（3）中小企業庁 経営支援部 商業課

（3）商務情報政策局 サイバーセキュリティ課

（4）中小企業庁事業環境部 財務課

補助
（1/2、2/3等）独立行政法人

中小企業基盤整備機構
中小
企業等

国
補助 民間

団体等

補助
（定額）

中小企業生産性革命推進事業
令和５年度補正予算額 2,000億円
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